
（１）収益的収入及び支出

　　収　　入

うち仮受消費税及び地方消費税

31,025,402 円

うち仮受消費税及び地方消費税

29,559,952 円
還付消費税及び地方消費税

1,035,700 円

うち仮受消費税及び地方消費税

1,465,450 円

　　支　　出

円 円 円

うち仮払消費税及び地方消費税

18,097,520 円

うち仮払消費税及び地方消費税

18,097,520 円

うち仮払消費税及び地方消費税

0 円

円 円

流

用

増

減

額

5,316,000702,195,000 652,100,525 4,802,000

予　　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　　額

0 840,929,000

00 0

工業用水道事業費用

円円 円

当初予算額

円

補正予算額

34,130,8410 138,734,000 104,603,159 0

（ ）50,608,475　第1項　　 営 業 費 用 702,195,000 0

0 0 138,734,000

707,511,000

　第2項　　 営 業 外 費 用

（846,245,000 756,703,6840 4,802,000 84,739,3165,316,000840,929,000 0 0

138,734,000 0 0

第1款　　 ）

備　　　　考不用額決　算　額区　　　　　　　分
小　　計

予

備

費

支

出

額

0 399,063,062 17,667,062

532,100,236

　第2項　　 161,355,000 0 0営 業 外 収 益

第1款　　

　第1項　　 381,396,000 0営 業 収 益

542,751,000 0工業用水道事業収益

381,396,000

△ 10,650,764 （ ）542,751,0000

円円

円
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区　　　　　　　分

予　　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　　額

地 方 公 営 企 業 法 第 24 条
第 ３ 項 の 規 定 に よ る 支 出
額 に 係 る 財 源 充 当 額

合　　計当　初　予　算　額
備　　　　　考

133,037,174161,355,000 （ ）△ 28,317,826

円

円

合　　計

補　正　予　算　額

円

決　　算　　額

円円

予 算 額 に 比 べ

決 算 額 の 増 減

地 方 公 営
企 業 法
第 2 4 条
第 ３ 項 の
規 定 に よ

地 方 公 営
企 業 法
第 2 6 条
第 ２ 項 の
規定によ
る繰越額

る 支 出 額

地 方 公 営
企 業 法
第 2 6 条
第 2 項 の
規 定 に よ
る 繰 越 額

予 算 額 に 比 べ

決 算 額 の 増 減

地 方 公 営
企 業 法
第 2 4 条
第 ３ 項 の
規 定 に よ

地 方 公 営
企 業 法
第 2 6 条
第 ２ 項 の
規定によ
る繰越額

る 支 出 額

地 方 公 営
企 業 法
第 2 6 条
第 2 項 の
規 定 に よ
る 繰 越 額

地 方 公 営
企 業 法
第 2 4 条
第 ３ 項 の
規 定 に よ

地 方 公 営
企 業 法
第 2 6 条
第 ２ 項 の
規定によ
る繰越額

る 支 出 額

地 方 公 営
企 業 法
第 2 6 条
第 2 項 の
規 定 に よ
る 繰 越 額

予 算 額 に 比 べ

決 算 額 の 増 減

地 方 公 営
企 業 法
第 2 4 条
第 ３ 項 の
規 定 に よ

地 方 公 営
企 業 法

第 ２ 項 の
規定によ
る繰越額

る 支 出 額

地 方 公 営
企 業 法
第 2 6 条
第 2 項 の
規 定 に よ
る 繰 越 額

予 算 額 に 比 べ

決 算 額 の 増 減

地 方 公 営
企 業 法
第 2 4 条
第 ３ 項 の
規 定 に よ

地 方 公 営
企 業 法

第 ２ 項 の
規定によ
る繰越額

る 支 出 額

地 方 公 営
企 業 法
第 2 6 条
第 2 項 の
規 定 に よ
る 繰 越 額



（２）資本的収入及び支出

　　　収　　入

うち仮受消費税及び地方消費税

0 円

うち仮受消費税及び地方消費税

0 円

うち仮受消費税及び地方消費税

0 円

　　　支　　出

円 円 円

うち仮払消費税及び地方消費税

1,901,200 円

うち仮払消費税及び地方消費税

1,901,200 円

うち仮受消費税及び地方消費税

0 円

　資本的収入額が資本的支出額に不足する額192,037,123円は、過年度分損益勘定留保資金190,135,923円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額1,901,200円で補填しました。

492,240,000

円

予　　　　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　　　　額

円 円 円

円円 円

継
続
費
逓
次
繰
越
額

当初予算額 補正予算額 合　計

円 円 円 円

区　　　　　　　分

予　　　　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　　　　額                      

決　算　額
予算額に比べ
決算額の増減

備　　　　　考
小　　計

0 0

78,000,000 25,500,000

298,369,000 0

0

0 376,369,000第1款　　 376,369,000資 本 的 収 入

78,000,000 0　第1項　　 企 業 債

△ 434　第2項　　 出 資 金

0

0

備　　　　　考

54,334,311

不　用　額

0

490,239,489 00 0492,240,000 0

区　　　　　　　分

　第2項　　

円

合　計

円

）

決　算　額

円円 円 円

小　　計

0 ）

）52,333,800

（

（

570,240,000 515,905,6890

当初予算額

0

合　計

翌年度繰越額

0

0

00 0

継
続
費
逓
次
繰
越
額

78,000,000

0

0

2,000,511 （

第1款　　 資 本 的 支 出

25,666,200

570,240,000

0 0建 設 改 良 費 78,000,000

補正予算額

0　第1項　　

流
用
増
減
額

492,240,000

78,000,000

企 業 債 償 還 金

570,240,000 0

376,369,000 323,868,566

0 78,000,000

298,368,566

△ 52,500,434 （ ）

（ ）△ 52,500,000

）（298,369,000 0 0 298,369,000

地方公営企業法 継続費逓次繰越
額に係る財源充
当額

企 業 法

第 2 6 条 の
規 定 に よ
る 繰 越 額

企 業 法

第 2 6 条 の
規 定 に よ
る 繰 越 額

第26条の規定に
よる繰越額に係
る財源充当額

地 方 公 営

地方公営企業法 継続費逓次繰越
額に係る財源充
当額

企 業 法

第 2 6 条 の
規 定 に よ
る 繰 越 額

第26条の規定に
よる繰越額に係
る財源充当額

地 方 公 営

地方公営企業法 継続費逓次繰越
額に係る財源充
当額

企 業 法

第 2 6 条 の
規 定 に よ
る 繰 越 額

第26条の規定に
よる繰越額に係
る財源充当額

地 方 公 営

地方公営企業法 継続費逓次繰越
額に係る財源充
当額

企 業 法

第 2 6 条 の
規 定 に よ
る 繰 越 額

第26条の規定に
よる繰越額に係
る財源充当額

地 方 公 営

地方公営企業法 継続費逓次繰越
額に係る財源充
当額

企 業 法

第 2 6 条 の
規 定 に よ
る 繰 越 額

第26条の規定に
よる繰越額に係
る財源充当額

地 方 公 営

地方公営企業法 継続費逓次繰越
額に係る財源充
当額

企 業 法

第 2 6 条 の
規 定 に よ
る 繰 越 額

地 方 公 営

第26条の規定に
よる繰越額に係
る財源充当額

地 方 公 営


